[bookmark: _Hlk124608573]様式第1号（第2条関係）
年　　月　　日　

皆野町長　　様
住所又は所在地　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　
連絡先
[bookmark: _Hlk124759703]個人番号又は法人番号

固定資産税課税免除申請書

　　皆野町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例第4条の規定により次のとおり課税免除について申請します。

　1　取得等をした特別償却設備に係る事業
	事業所の名称
	

	事業所の所在地
	

	事業所の業種
	[bookmark: _Hlk124760953]製造業　・　農林水産物等販売業旅館業
旅館業　・　情報サービス業等

	資本金の額等
（申請者が法人の場合）
	円

	主要品目等
	

	事業の用に供した日を含む
事業年度の期間
	年　　月　　日～　　　年　　月　　日



2　取得等をした特別償却設備
	課税免除の適用を受ける年度
	年度　

	取得等の区分
	新設　・増設　・その他（　　　　　　）

	事業の用に供した日
	年　　　月　　　日

	増加生産（見込）額
	円　


[bookmark: _Hlk124608309]
3　取得等をした特別償却設備等の明細
　　付表1のとおり



［添付書類］
　　1　直近の事業年度分の法人税又は所得税の青色申告書及び減価償却資産の
償却費の計算に関する明細書の写し
2　土地、家屋の売買契約書又は工事請負契約書の写し
3　事業所全体及び家屋の平面見取図、償却資産の配置図（対象資産を朱書き明示）及び
用途説明書
4　家屋の敷地である土地の平面図（建物の敷地を明示したもの）
5　事業所の年次別建設計画及びその実績の概要を明らかにする書類
6　特別償却を行っていない場合は、その理由書
7　その他町長が必要と認める書類



[bookmark: _Hlk124609415]（裏）
［注意事項］
　　1　この申請書及び添付書類は、2部ずつ作成し、提出すること。
　2　「事業所の業種」の欄の「農林水産物等販売業」又は「旅館業」は、皆野町過疎地域指定における固定資産税の課税免除に関する条例に規定する業種であることに留意すること。
[bookmark: _Hlk124235491][bookmark: _Hlk123929503]　3　「主要品目等」の欄には、「農林水産物等販売業」に該当する場合は、具体的な事業の内容（販売する農林水産物等の品目、生産地及び販売対象者の詳細を含む。）を記載すること。「情報サービス業等」に該当する場合は、具体的な事業の内容を記載すること。
　　4　「増加生産（見込）額」の欄には、特別償却設備の取得等により増加する生産額で、事業の用に供した日を含む事業年度末又は年末までの実績又は見込金額を記載すること。
　　5　「資産の所在地」の欄には、資産の所在地の番地まで記載すること。
　　6　「家屋の用途」及び「機械及び装置等の名称」の欄には、事業の用に直接供されている減価償却資産（販売のための事務所、事務所用の備品又は福利厚生のために設けられている売店、理容所、会館、寄宿舎等は、これに該当しない。）を記載すること。
　　7　「取得価額」の欄には、原則として法人税法（昭和40年法律第34号)及びこれに基づく命令又は所得税法（昭和40年法律第33号）及びこれに基づく命令による所得の計算上当該資産の減価償却額又は減価償却費の計算の基礎となる取得価額の算定方法の例によって算定したものを記載すること。土地については、当該土地の取得に要した価額を記載すること。
様式第1号の付表1
取得等をした特別償却設備等の明細
(1)　家屋
	資産の
所在地
	家屋の
用途
	構造
	取得等
年月日
	減価償却
開始年月日
	取得価額
(円)
	特別償却
の有無
	耐用
年数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



(2)　償却資産
	資産の
所在地
	機械及び装置等
の名称
	取得等
年月日
	減価償却
開始年月日
	取得価額
(円)
	特別償却
の有無
	耐用
年数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



(3)　土地
	資産の
所在地
	取　得
年月日
	家屋の建設
着手年月日
	取得面積(ア)
(㎡)
	取得価額
(円)
	(ア)のうち家屋の敷地
となった面積(㎡)
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



